












































別記様式第４号（第８条関係） 

令和 5 年度調査研究報告書 

              会派名 長岡京未来の会 

事業名 130 回近畿市民派議員交流・学習会 

事業の実施時期 2024 年 1 月 25 日 

事業の実施場所 たかいし市民文化会館 

事業の内容 
第一部教育 DX 「教育デ―タ利活用の最新動向」山太圭作さん(高石市教育長) 

～教育 DX の実現に向けた取組～現在自治体・事業者ごとにバラパラに定義されていたり、バラ

パラに活用されている教育データやノウハウや知見を全国レベルで共有し、それらを用いて新た

な価値を創り出すことで、行政や教育現場の次のアクションにつなげ、学びの在り方を変革し、

日本全体の教育水準の向上に役立てる。 

第二部自治体 X デジタル化(マイナンバー連携など)は自治体に何をもたらすか 

～本多滝夫さん(龍谷大学法学部教授) ～デジタル社会においては行政自身が国全体の最大のプ

ラットフォームで、それがガバメントクラウド上で提供されることを通じて、広く国民や民間 

等から活用されることが産業競争力や社会全体の生産性向上に直結する。また、行政自身が

EBPM を進める上でも、データの利活用の環境整備が重要である。 

第三部 いのちの選別について考える「旧優生保護法問題と出生前検査から」～利光惠子さん

（立命館大学生存学研究所客員研究員)～ 日本では、「不良な子孫の出生防止」を目的に掲げた

旧優生保護法のもとで、障害を理由とする不妊手術や妊娠中絶が合法とされ推進された。優生思

想とは、人間の生命に格付けをして、「生きるに値する命」と「生きるに値しない命」を切り分

け、それに基づいて、生存の適否を決定しようとする思想生殖の場に限れば、生まれながらにし

て「優秀な人」と「劣った人」がいるということを前提に、「優秀な人」をより多く出産し、「劣

った人」はできる限り生まれてこないようにして、人間の集団を改良しようとする考え方であ

る。このことと現在急速に進行する出生前検査の開発・普及について併せて考え、「何が妊婦や

カップルを新型出生前検査(NIPT)出生前検査に向かわせているのか?」「"不安だから"とすれ

ば、どうすればその不安を解消することができるのか?」などを考える。 

所感 
高石教育長は、学校での ICT を進めた背景に大阪市の教頭の働き方を調査し、働き方改革に繋

げたことが素晴らしいと感じた。次世代学校支援事業については、心の天気という形で児童生徒

のその時の気持ちを「晴れ」「くもり」「雨」「かみなり」の 4 つの天気のマークに例えて記録。

生徒自らが、自分の気持ちを日々振り返ることを通じて、自己を客観的にみる力を育成。教員が

日々の心の様子を確認し、普段と異なる状態の児童生徒への声掛けや、学校生活等で気になる児

童生徒の入力内容を確認のうえ指導するなど、個に応じたきめ細かな指導を実施することを作り

出したことは、学校教育の新たな可能性を見つけられたと考える。 


